
（別表１）

№

1 ・連携協定書の園名が旧園名となっている。 ・連携協定書について、適切に修正、追記を行うこと。

・実施している連携内容の記載に不足がある。 ・連携協定書の内容は実態に即した内容であること。

　（連携内容）以下①～③の内容を行う連携施設を確保すること。※令和11年度末まで経過措置あり。

②代替保育の提供（職員が病気等で欠席をした場合の保育の提供）

③卒園後の受け皿（卒園後の園児の受け入れ）

【家庭的保育事業等の連携施設の確保について（平成29年2月9日雇児発事務連絡）】

【大村市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第６条】

2 ・実際の利用者数に対して、保育室の面積が認可基準を ・定員の弾力化により利用定員を超えて受け入れる場合であっても、施設の設備又は職員数は、利用定員を超えて利用する

満たしていない。 子どもを含めた利用子ども数に照らし、設備基準を満たしていなければならない。

・乳児室又はほふく室の面積基準

０・1歳児＝1人につき３．３㎡　２歳児＝1人につき1.98㎡

（府子本第 571 号・28 文科初第 727 号・雇児発 0823 第 1 号）」 】

【大村市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第28条】

3 自己評価及び結果の公表 ・保育士等は、保育の計画や保育の記録を通して、自らの保育実践を振り返り、自己評価することを通して、その専門性の向

について が行われていない。 上や保育実践の改善に努めなければならない。

・保育所は、保育の質の向上を図るため、保育の計画の展開や保育士等の自己評価を踏まえ、当該保育所の保育の内容等

について、自ら評価を行い、その結果を公表するよう努めなければならない。

《公表方法の例》

・園だよりへの掲載　・ホームページへの掲載

【大村市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第５条第3項、第４項】

【保育所における自己評価ガイドライン（令和2年3月厚生労働省）】

【保育所保育指針（平成 29 年 厚生労働省告示第 117 号）（抜粋） 第１章 総則 ３ 保育の計画及び評価】

4 ・消防用設備等の点検が実施されていない。 ・ 消防法の規定によって、設置が義務付けられた消防用設備については、次のとおり定期的な点検が義務づけられている。

　 ６か月ごとの機器点検（外観又は簡易な操作によって確認する点検）

 　１年ごとの総合点検（実際に設備を作動させ、総合的な機能を確認する点検）

・ 点検は、消防設備士又は消防設備点検資格者に依頼し、点検を行う。

（ 「延べ面積が1000㎡以上」に該当しない施設は、消防法の規定では、有資格者以外の者でも点検は可能とされているが、

確実な点検を行うために、専門の有資格者に依頼するのが望ましい。）

・ 設置が義務付けられた消防用設備の点検結果は、１年に１回（総合点検の実施後）、消防署への報告が義務付けられている。

・ 点検の結果、不良箇所があった場合は、速やかに改修や整備を行う。

【消防法17条の3の3】

小規模保育事業指導監査での主な指摘事項(令和6年度)

項目 指摘事項 補足説明

連携施設に関する

協定書について

①保育内容の支援（給食に関する支援、園庭の開放、同一嘱託医による合同での健康診断受診等）

設備の基準について

・保育士による自己評価は行われているが、結果の公表

非常災害対策について
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（別表１）

№

小規模保育事業指導監査での主な指摘事項(令和6年度)

項目 指摘事項 補足説明

5 ・受講する研修の内容に偏りがある。

・職員の勤務体制の工夫等により、職員が計画的に研修等に参加し、その専門性の向上が図られるよう努めること。

・職場における研修の充実を図るとともに、外部研修への参加機会が確保されるよう努めること。

・外部研修を受講した場合は、研修報告会を行うなど、施設内で研修内容を共有できるようにすること。

【大村市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第９条】

【保育所保育指針 第１章３（１）ウ、第5章２（２）、３、４ 】

6 労務管理等について ・就業規則や給与規程の改正日が記載されていない。 ・就業規則や給与規程の整備を行うこと。就業規則や給与規程を変更した際は、労働基準監督署へ届出を行うこと。

（就業規則・時間外勤務等） ・時間外勤務や振替えして勤務した実績に係る記録が整 ・労働時間の適正な把握をするために、職員の労働時間は適正に把握し、記録を残すこと。

備されていない。 【労働基準法第89条】

【「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」（平成29年1月20日厚生労働省策定）」】

7 給与規程等について ・給与規程の情報が最新となっていない。 ・処遇改善加算に係る加算額は、その全額を職員の賃金の改善に確実に充てること。

（公定価格等） ・処遇改善等手当について、基準額を超えた支給が行わ ・賃金改善にあたっては、その方針をあらかじめ職員に周知すること。

れている。 ・処遇改善の対象者に対して、役職の発令（辞令）が文書で本人に交付されていること。

・実際に支払われた手当額が、給与規程で定められた金 ・処遇改善手当について、対象者の職種や経験年数、研修の受講状況等支給要件を満たしているか確実に管理、記録をする

額と異なっている。 こと。また、その支給額は給与規程と相違ないように整備すること。

【「施設型給付費等に係る処遇改善加算について」（令和5年6月7日付けこ成保3９・５文科初第591号こども家庭庁生育局長

及び文部科学省初等中等教育長連名通知）】

職員研修の実施について ・園の全体的な計画や、各職員の研修の必要性を踏まえて、体系的・計画的な研修機会を確保すること。

【「特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等の実施上の留意事項について」（令和５年５月 19 日付けこ

成保 38・5文科初第 483 号こども家庭庁成育局長及び文部科学省初等中等教育局長連名通知）】
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（別表２）

№

1 運営規程、重要事項説明書 ・条例に定められた項目を記載した運営規程が作成されて

（しおり）について いるか。 ・次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規定を定めなければならない。

・重要事項説明書（しおり）の内容について、運営規程と一致 　　　(1)事業の目的及び運営の方針

　　　(2)提供する特定地域型保育の内容

・重要事項説明書（しおり）の内容は保護者の同意を得て 　　　(3)職員の職種、員数及び職務の内容

いるか。 　　　(4)保育の提供を行う日及び時間並びに保育の提供を行わない日

・重要事項説明書（しおり）は園の見やすい場所に掲示され、 　　　(5)保護者から受領する費用の種類、支払いを求める理由及びその額

保護者や職員へ周知されているか。 　　　(6)区分ごとの利用定員

　　　(7)家庭的保育事業等の利用開始及び終了に関する事項並びに利用にあったての留意事項

　　　(8)緊急時等における対応方法

　　　(9)非常災害対策

　　　(10)虐待防止のための措置に関する事項

　　　(11)その他の家庭的保育事業等の運営に関する重要事項

《重要事項説明書》

・重要事項説明書には事業の運営についての重要事項に関する規定の概要、職員の勤務体制、利用者負担額、連携施設の

　種類、名称、連携協力の概要、その他利用申込者の保育の選択に資すると認められる重要事項を記載しなければならない。

・次に掲げる事業の運営についての重要事項を記した文書を交付して保護者に説明を行い、当該提供の開始について利用

　申込者の同意を得ること。

　　　(1)施設の運営方針

　　　(2)提供する保育の内容

　　　(3)保育時間(保育標準時間、保育短時間の設定時間及び延長時間)

　　　(4)職員の勤務体制(職種、人数)

　　　(5)保護者から支払いを受ける費用の種類(保育料、延長保育料、上乗せ徴収、実費徴収)

　　　(6)子どもの区分(年齢)ごとの利用定員

　　　(7)連携施設の種類、名称、連携協力の概要

　　　(8)その他保育の選択に資すると認められる重要事項

・重要事項は園の見やすい場所（受付、玄関付近、玄関スペース等）に掲示しなければならない。

【大村市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例第２３条、３８条、４６条】

その他留意事項について(令和6年度)

項目 留意事項 内容

《運営規程》

しているか。

- 1/3 -



（別表２）

№

その他留意事項について(令和6年度)

項目 留意事項 内容

2 ・子どもの人権に十分配慮するとともに、子ども一人一人の ・職員は、入所中の児童に対し、心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。

人権を尊重した保育を行っているか。 《子どもの心身に影響を与える行為》

（不適切保育の防止・虐待防止） ・関連した研修の受講やマニュアルの作成等、子どもへの ①身体的虐待②性的虐待③ネグレクト④心理的虐待

不適切保育や虐待防止のための取り組みが適切になされて 《不適切保育の例》

いるか。 ① 子ども一人一人の人格を尊重しない関わり ② 物事を強要するような関わり・脅迫的な言葉がけ

・職員間で関連したガイドラインやチェックリストを活用しながら、③ 罰を与える・乱暴な関わり ④ 子ども一人一人の育ちや家庭環境への配慮に欠ける関わり ⑤ 差別的な関わり

日々の保育について振り返る機会を設け、共通認識の下、 ・施設長は、施設内虐待が絶対に起こることのないよう、職員の資質向上を図るなど虐待防止のために必要な措置を講じること。

連携体制の強化に努めること。

【大村市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第12条】

【「保育所・認定こども園等における人権擁護のためのセルフチェックリスト」全国保育士会】

3 虐待等への対応 児童虐待等の早期発見に努め、関係機関との連携を図って ・子どもの心身の状態等の観察し、虐待や不適切な養育の兆候が見られる場合には、市や関係機関と連携し、適切な対応を図

いるか。 ること。

・理由のない欠席、不規則な登所時刻、不潔等への対応を適切に行うこと。

【児童虐の防止に関する法律第5条、第6条】

【児童福祉法第25条】

【保育所保育指針第3章１（１）ウ、第4章２（３）イ

4 ・保育所保育指針に示された保育内容に関する事項を踏まえ、《全体的な計画》

について 園の実情に応じた全体的な計画を作成し、それに基づく指導 児童福祉法及び関係法令、保育所保育指針、児童の権利条約等と各園の保育方針を踏まえ、在園する間の全体にわたって、

計画が作成されているか。 保育の目標を達成するために、どのような道筋をたどり、保育を進めていくかを示すもの。

・指導計画に基づく保育の内容の見直しを行い、改善を図って

いるか。 《指導計画（全体的な計画に基づいて作成すること）》

・保育日誌が作成されているか。 ・長期的な指導計画（年、数か月単位の期、月など）

・個別的な指導計画（月案※３歳未満児まで）

・短期的な指導計画（週、日など）

・特別な配慮を要する乳幼児については個別の指導計画及び支援計画

→作成した指導計画の展開に当たっては、評価、見直し、反省を記録すること。

《保育日誌》

保育の課程（全体的な計画・指導計画に基づく保育集団の状況）の記録。保育の実践を正確に把握し、保育士の反省の資料と

して、次の保育の手がかりとなる。子どもの実態や、子どもを取り巻く状況の変化などに即した保育の課程を記録として残すこと。

【保育所保育指針第１章３（１）～（３）】

子どもの人権に配慮した

保育の実施について

・虐待防止責任者を選任し、辞令の交付または事務分掌表に記載すること。

【「保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン」令和5年5月こども家庭庁】

全体的な計画、指導計画の作成

全体的な計画に基づき、指導計画（長期的な計画、短期的な計画）、保健計画、食育計画等を作成する。
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（別表２）

№

その他留意事項について(令和6年度)

項目 留意事項 内容

5 安全計画の策定について 《安全計画の策定》

・職員に対し、安全計画を周知し、研修や訓練を定期的に 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、当該家庭的保育事業所等の設備の安全点検、職員、利用乳

行っているか。 幼児等に対する事業所外での活動、取組等を含めた家庭的保育事業所等での生活その他の日常生活における安全に関する

・保護者に対し、安全計画に基づく取り組みの内容等に 指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事業所等における安全に関する事項についての計画(「安全計画」)を策定し、当

ついて周知しているか。 該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。

・安全計画の定期的な見直し、変更が行われているか。

【「保育所等における安全計画の策定に関する留意事項について」（令和４年１２月１５日付け厚生労働省子ども家庭局保育課

事務連絡）】

6 ・策定した安全計画に基づいた安全対策が徹底されているか。 ・子どもの心身の状態等を踏まえつつ、施設内外の安全点検に努めること。

徹底について ・施設内外の設備や遊具等の安全点検を定期的に行い、 ・点検の結果設備や遊具に問題点を発見した場合は、問題箇所の改善を行い、職員に周知し、情報を共有すること。

結果は記録に残しているか。 ・安全対策のために職員の共通理解や体制作りを図ること。

・マニュアルの確認、必要に応じた更新を行い職員間で共 ・取り組みを行う際は、特に睡眠中、食事、プール活動・水遊び中、食事等での場面では重大事故が発生しやすいことを踏まえ、

有すること。 子どもの主体的な活動を大切にしつつ、施設内外の環境の配慮や指導の工夫を行うなど必要な策を講じること。

（リスクが高い場面：食事、睡眠、散歩等の園外活動、プー 《業務継続計画の策定（努力義務）》

ル活動・水遊び等） 感染症や非常災害発生時において、利用者に対する保育の提供を継続的に実施するため、また、非常時の体制で早期に業務

・自動車への乗降時は、点呼等により児童の所在確認を 再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該計画に従い、必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

行っているか。 併せて、当該計画の職員への周知や研修・訓練の実施、計画の見直しに努めること。

・ヒヤリハット事例の収集及び要因の分析を行い、再発防止 【「保育所等における安全計画の策定に関する留意事項について」（令和４年１２月１５日付け厚生労働省子ども家庭局保育課

の徹底を行っているか。 事務連絡）】

・業務継続計画の策定に努めているか。 【「教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライン」（平成28年３月内閣府・文部科学省・厚生

労働省）】

・園の実態に即した安全計画が策定されているか。

《策定とは》　以下の対応を定めただけでなく、実施をしたことで「策定を行った」こととする。

・安全点検の実施

・安全確保のための活動や取り組みの指導（職員、児童へ）

・訓練、研修の年間計画を定める（「いつ、何をすべきか」を整理し、計画に盛り込むこと）

【大村市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第７条の２】

事故防止及び安全対策の

【児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第９条の３】
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